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 １． 本「債券内容説明書（法人情報） 平成 28 年度」（以下「本法人情報説明書」と

いう。）は、独立行政法人日本学生支援機構法（平成 15 年 6 月 18 日法律第 94 号。）

第 19条の規定に基づき、文部科学大臣の認可を受けて発行する日本学生支援債券の

発行者である独立行政法人日本学生支援機構（以下「本機構」という。）の経理の状

況その他事業の内容に関する重要な事項及びその他の事項を平成 29 年 8 月 25 日時

点以前の情報に基づき記載しています。   

 

 ２． 本機構は、日本学生支援債券の発行の都度、「債券内容説明書（証券情報）」（以下

「証券情報説明書」という。）を作成する予定です。各証券情報説明書には、該当す

る日本学生支援債券に関する詳細が記載されます。各日本学生支援債券への投資判

断にあたっては、各証券情報説明書も併せてご覧下さい。なお、本法人情報説明書

の作成日以降に公表すべき変更その他の事由が生じた場合には、各証券情報説明書

において参照書類の補完情報として記載する予定です。 

 

 ３． 日本学生支援債券については、金融商品取引法第 3 条が適用されることから、同

法第 2 章の規定は適用されず、その募集について同法第 4 条第 1 項の規定による届

出は必要とされません。 

    本法人情報説明書及び各証券情報説明書は、日本学生支援債券に対する投資家の

投資判断に資するために、本機構の業務、財務の内容等について本機構が任意に作

成したものであり、金融商品取引法第 13条第 1項の規定に基づく届出目論見書では

ありません。 

 

 ４． 本機構の財務諸表は、「独立行政法人通則法」（平成 11年 7月 16日法律第 103号。）

第 37 条及び「独立行政法人日本学生支援機構に関する省令」（平成 16 年 3 月 31 日

文部科学省令第 23 号。）第 8 条の規定に基づき、国の独立行政法人会計基準研究会

及び財政制度審議会公企業会計小委員会が定めた「独立行政法人会計基準」（平成 12

年 2月 16日独立行政法人基準研究会）に準拠して作成されています。 

 

 ５． 本法人情報説明書及び各証券情報説明書は、本機構市谷事務所に据え置き閲覧に

供するとともに、本機構ホームページ(http://www.jasso.go.jp/)にも掲載します。 

 

 

 本法人情報説明書に関する連絡先 

     東京都新宿区市谷本村町 10－7 

     独立行政法人日本学生支援機構 財務部資金管理課                    

http://www.jasso.go.jp/)%E3%81%AB%E3%82%82%E6%8E%B2%E8%BC%89%E3%81%97%E3%81%BE%E3%81%99
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